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前 文 
平成２４年１月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来

推計人口」（出生中位・死亡中位推計）によれば、我が国の人口は、平成３８

年に１億２０００万人を下回り、平成６０年には１億人を下回ると推計され

ている。 
このような人口減少社会に入ることにより、社会経済や地域社会の状況は

大きく変容しようとしている。将来、一層の人口減少が進む中においても、

集落の数自体は人口ほどは減少せず、人々は国土に点在して住み続け、単独

世帯が増大すること等が予想されている。人々の暮らしを支える対人サービ

スの重要性は益々高まっていく。基礎自治体によるサービス提供体制を持続

可能なものとしていくことが求められている。人口が収縮していく中で、都

市構造や土地利用のあり方の見直しについても、基礎自治体が適切に役割を

果たしていくことが求められている。 
人口減少下にあっても、経済を持続可能なものとし、人々が全国で安心し

て快適な暮らしを営んでいけるようにしていくためには、大都市等の果たす

べき役割は、今後さらに増大するものと考えられる。大都市等は安心安全な

生活空間を形成することにより、第三次産業を中心に経済をけん引していく

ことが期待されている。 
言うまでもなく、大都市はひとり大都市のみで存立できるものではない。

他の基礎自治体と相互依存することで成り立っている。大都市等のあり方の

見直しは、基礎自治体そのものや広域自治体のあり方にも大きく影響するも

のである。 
当調査会は、平成２３年８月２４日に「住民の意向をより一層地方公共団

体の運営に反映できるようにする見地からの議会のあり方を始めとする住民

自治のあり方、我が国の社会経済、地域社会などの変容に対応した大都市制

度のあり方及び東日本大震災を踏まえた基礎自治体の担うべき役割や行政体

制のあり方」について諮問を受け、５回の総会と３６回の専門小委員会にお

いて、関係団体からの意見聴取を含め、調査審議を行ってきた。諮問事項の

うち、「議会のあり方を始めとする住民自治のあり方」に関しては、平成２３

年１２月１５日に「地方自治法改正案に関する意見」を提出した。 
平成２４年１月１７日の第３回総会以降「大都市制度の改革及び基礎自治

体の行政サービス提供体制」について、上に述べたような基本的な認識に立

ち調査審議を進め、以下の結論を得たのでここに答申する。 
 
第１ 大都市を含めた基礎自治体をめぐる現状と課題 
 
１ 現状認識 
（１）我が国における今後の基礎自治体の役割 
少子高齢化が進行し、我が国が人口減少社会となったことは否定できない
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事実である。人口減少が進む中にあっても集落の数はそれほど減少せず、人々

は国土に点在して住み続け、単独世帯も増加していく。医療、介護、教育、

交通、災害対応等の分野において、住民に身近な基礎自治体の役割が増え、

住民一人当たりの行政コストも増大することが見込まれている。このことを

前提にして、これからの我が国のあり方を真剣に考えていくことが必要であ

る。 
人口減少下にあっても、経済を持続可能なものとし、国民が全国で安心し

て快適な暮らしを営んでいけるような国づくりが必要となっている。このた

めには、まず、人々の暮らしを支え、経済をけん引していくのにふさわしい

核となる都市やその圏域を戦略的に形成していくことが必要である。その上

で、全国の基礎自治体が人々の暮らしを支える対人サービスをどのような形

で持続可能に提供していくかが問われているのである。 
三大都市圏（東京圏、関西圏、名古屋圏）においては、これまで比較的緩

やかであった高齢化が今後急速に進行するとともに、高度経済成長期に整備

した社会資本が一斉に更新期を迎える。三大都市圏では、このように増加す

る行政課題に対応しつつ、経済の成熟化、グローバル化の進展など、構造的

な転換期を迎える中で、引き続き我が国の経済をけん引する役割を果たすこ

とが求められている。 
 指定都市、中核市、特例市のうち地域の中枢的な役割を果たすべき都市（以

下「地方中枢拠点都市」という。）を核とする圏域においては、地方中枢拠点

都市を中心とする広域連携を進め、三大都市圏と並んで地域の個性を発揮し、

我が国の経済をけん引する役割を力強く果たしていくことが求められている。 
 また、地方圏のうち地方中枢拠点都市を核とする圏域以外の地域について

も、中心市と近隣の基礎自治体との間で都市機能の「集約とネットワーク化」

を進めることによって、引き続き住民が安心して生活できる基盤を維持して

いくことが必要である。 
 
（２）東日本大震災の教訓と課題への対応 
 平成２３年３月に発生した東日本大震災によって、地方公共団体の職員自

身が被災し、災害対応の拠点となるべき庁舎が壊滅する事態が生じた。住民

を把握するための住民基本台帳データも喪失するなど基礎自治体の行政機能

そのものが失われ、大災害時において基礎自治体がその行政機能を維持する

ことの重要性が改めて浮き彫りになった。 
被災した市町村の支援に関しては、近隣の市町村や都道府県のみならず、

遠方の市町村、特別区や都道府県が広域的な対応を積極的に行った。東日本

大震災の後、遠方の地方公共団体と災害時相互応援協定を締結したり、情報

途絶対策等を拡充したりするなど、行政機能を維持するための地方公共団体

間の広域的な連携や事前の備えへの機運が醸成されてきている。 
災害関係法制においては、順次法改正が実施され、人命にかかわるような
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緊急性の極めて高い応急措置に加えて、避難所運営支援、巡回健康相談等へ

の応援業務の対象の拡大や市町村・都道府県の区域を越える被災住民の受入

れに関する都道府県・国による調整規定の創設など、所要の見直しが進みつ

つある。 
さらに、原発事故災害の影響により住所地以外への避難を余儀なくされて

いる方々に対しては、「東日本大震災における原子力発電所の事故による災害

に対処するための避難住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置

に関する法律」（原発避難者特例法）に基づき避難先の市町村、特別区等によ

り行政サービスが提供されるとともに、避難元市町村による避難場所に関す

る証明書の交付等により、避難生活に極力支障が生じないような対応が行わ

れてきた。 
このように、東日本大震災の教訓を基に、災害対策面においては、地方公

共団体間の広域的な連携や、都道府県の役割の強化など、必要な対応が進め

られつつある。 
 
２ 三大都市圏・地方圏の課題 
（１）三大都市圏の抱える課題 
三大都市圏は、これまで地方圏に比べて高齢化の進行が緩やかであったが、

団塊の世代を中心に今後急速に高齢化が進行していく。これまで地方圏が高

齢化の進行に応じて徐々に対応してきた行政課題について、三大都市圏にお

いては今後極めて短期間のうちに対策を講じることが必要である。また、高

齢者医療、介護や生活保護などの行政需要が急増することへの対応や、独居

老人や老老介護の問題など、家族やコミュニティの機能の低下への対応も必

要になる。一方で、人口減少に歯止めを掛けるためには、出生率を回復する

ことが必要である。三大都市圏には若い世代が比較的多いことを踏まえると、

三大都市圏は少子化対策においても果たすべき役割が大きい。 
三大都市圏においては、人々を支えるコミュニティの機能が低下し、人と

人とのつながりが希薄化している。暮らしを支える対人サービスの重要性が

高まる中で、住民の視点から公共サービスを考えていくためにも、住民自治

を拡充していくことが重要である。 
また、高度経済成長期に整備した社会資本が一斉に更新時期にきており、

これまでと同様の社会資本を維持し続けるのかどうかなど、社会資本整備の

あり方の見直しも問われている。東日本大震災を教訓として、人口・産業が

集中している三大都市圏においては、大規模災害時における住民の避難のあ

り方、生活機能や経済機能の維持等への対策を講じていくことも必要である。 
三大都市圏には、規模・能力が一定以上あるが面積が狭い都市が圏域内に

数多く存在する。効率的・効果的な行政体制を構築し、今後の急速な高齢化

や社会資本の老朽化に対応するためには、自主的な市町村合併や基礎自治体

間の広域連携を進めることが必要である。 
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さらに、通勤、通学、経済活動等の範囲が、行政区域をはるかに超えてい

る三大都市圏においては、圏域全体を対象とした行政サービスの提供やその

調整などが必要である。 
 
（２）地方圏の抱える課題 
地方圏は、三大都市圏に先行して、すでに高齢化や人口減少といった課題

に直面してきた。人々が快適で安心して暮らせる都市環境を確保するととも

に、三大都市圏から地方圏への人の流れを作るためにも、地域を支える拠点

の構築が課題となる。 
このため、平成２１年以降、人口５万程度以上で昼夜間人口比率１以上等

の要件に該当する中心市を持つ圏域において定住自立圏施策が進められ、平

成２５年４月１日現在で、８４市（人口４万未満の複眼型中心市５市を含む。）

が中心市宣言を行っている。しかしながら、相当の都市機能の集積があり、

より大きな圏域人口をカバーすることができる指定都市や中核市等の人口規

模の大きな都市においては、このような都市機能の「集約とネットワーク化」

の取組が進んでいないのが現実である。 
今後は、地方中枢拠点都市を核に、都市機能、生活機能を確保するととも

に、「集約とネットワーク化」を進めることが重要である。 
このような地方中枢拠点都市や定住自立圏の中心市等の一定以上の人口規

模のある都市から相当の距離があるような地域については、基礎自治体間の

広域連携だけにより課題を解決することは難しいものと考えられる。今後は、

このような地域において基礎自治体が提供すべき行政サービス等に関して、

都道府県が地域の実情に応じて補完的な役割をより柔軟に果たすことも必要

である。 
 
３ 制度改革等の必要性 
（１）大都市等に関する地方自治制度の改革による対応 
大都市等に関する地方自治制度としては、昭和３１年に特別市制度に代え

て指定都市制度が創設された後、指定都市に準ずる規模の都市に規模・能力

に応じた事務移譲を進めるため、平成６年、１１年にそれぞれ中核市制度、

特例市制度が創設された。その後、中核市については人口要件以外の要件が

撤廃され、指定都市については合併団体に対する運用上の人口要件が一時緩

和された。現在、指定都市、中核市、特例市に指定されている市の数は、そ

れぞれ２０、４２、４０に増加している。 
その結果、指定都市、中核市、特例市に指定されている都市も多様になり、

各制度において一律に決められる事項と各都市のそれぞれの状況に対応しな

ければならない事項とが生じている。 
また、都区制度は、昭和１８年以降東京のみに適用されており、累次の改

革において特別区への事務移譲等が進められてきた。 
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先に述べた三大都市圏や地方中枢拠点都市を核とする圏域の抱える課題に

対しては、規制等に係る個別法の見直しや、重点的な社会資本整備など様々

な対策を国として戦略的に実施することが必要である。これと並んで、大都

市等に関する地方自治制度のあり方を議論することが必要な時期が到来して

いる。 
このような中で、新たな大都市制度や、現行の指定都市、中核市、特例市、

特別区に係る制度の見直しについて、各方面から様々な提案が行われている。 
この際、大都市等における効率的・効果的な行政体制の整備や住民の意思

がより適切に行政に反映される仕組みづくりについて、地方自治制度の改革

によって対応すべき点を検証し、その解決方策を示すことが必要である。 
また、このことは、明治以来の区域を継承している都道府県についての議

論、ひいては広域自治体のあり方の議論にもつながっていくものとなる。 
 
（２）基礎自治体における行政サービス提供体制についての制度的対応 
平成１１年以降、全国的に市町村合併が積極的に推進され、市町村合併は

相当程度進捗したが、依然として相当数の小規模市町村があること等を踏ま

えると、引き続き行財政基盤の強化を図ることが必要である。 
自主的な市町村合併に対しては、引き続き必要な支援措置を講じていくこ

とが重要である。しかしながら、今後短期間で市町村合併が大幅に進捗する

ような状況にあるとは言い難い。今後の基礎自治体の行政サービス提供体制

については、自主的な市町村合併や市町村間の広域連携、都道府県による補

完などの多様な手法の中でそれぞれの市町村が最も適したものを自ら選択で

きるようにしていくことが必要である。 
現行の地方自治法に基づく事務の共同処理の制度（一部事務組合及び広域

連合、協議会、機関等の共同設置並びに事務の委託）においては、それぞれ

の効果が法定されている。今後必要となる地方中枢拠点都市を核とする圏域

及び定住自立圏における市町村間の広域連携や都道府県による市町村に対す

る補完を進めるためには、これまでの共同処理の方式よりも柔軟な地方公共

団体間の関係を構築することが求められるものと考えられる。これを踏まえ

た制度面での対応が必要である。 
また、合併市町村においては、行財政の効率化等の成果が現れつつあるが、

併せて行政区域の広域化に伴う課題なども顕在化している。課題の解決に取

り組む合併市町村に対しては、合併の効果を最大限に発揮できるよう適切な

支援を行っていくことが必要である。 
 
第２ 現行の大都市等に係る制度の見直し 
 
１ 指定都市制度 
（１）指定都市制度の現状 
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①指定都市制度の枠組み 
指定都市は、地方自治法制定時に制度上存在したが実際には適用されなか

った特別市に代わる制度として、昭和３１年に創設された。以来、現在に至

るまで、５０年以上にわたり制度の基本的な枠組みは変更されていない。 
 
②効率的・効果的な行政体制の整備 
この間、指定都市と都道府県との実際の行政運営の中で、いわゆる「二重

行政」の問題が顕在化している。大都市における効率的・効果的な行政体制

の整備のためには、この「二重行政」の解消を図ることが必要である。 
もとより「二重行政」は、必ずしも指定都市と都道府県の間に固有の課題

ではないが、指定都市の規模・能力が高く、都道府県庁所在地であることも

多いこと等から、特に指定都市と都道府県の間で深刻化してきたものと考え

られる。 
「二重行政」を解消するためには、指定都市の存する区域においてはでき

る限り同種の事務を処理する主体を一元化するとともに、事務処理に際して

の指定都市と都道府県との間の調整のあり方を検討することが必要である。 
 
③住民意思の的確な反映 
指定都市においては、市役所の組織が大規模化し、そのカバーするサービ

スも幅広くなるため、個々の住民との距離は遠くなる傾向にある。このため、

住民に身近な行政サービスを適切に提供することや住民の意思を行政運営に

的確に反映させることが課題となっている。 
指定都市においては、住民に身近な行政サービスを住民により近い組織に

おいて提供することや住民がより積極的に行政に参画しやすい仕組みを検討

することが必要である。少なくとも、指定都市のうち特に人口規模が大きい

都市については、住民に身近な行政区の役割を強化し、明確にすることにつ

いて検討することが必要である。 
 
（２）「二重行政」の解消を図るための具体的な方策 
①事務移譲 
指定都市と都道府県との「二重行政」の解消を図るためには、まず、法定

事務を中心に、都道府県が指定都市の存する区域において処理している事務

全般について検討し、指定都市が処理できるものについては、できるだけ指

定都市に移譲することによって、同種の事務を処理する主体を極力一元化す

ることが必要である。 
 都道府県から指定都市に移譲する事務を検討する際には、指定都市は規

模・能力の点で都道府県と遜色がないことを踏まえると、指定都市における

事務の処理については、都道府県と指定都市の関係は都道府県間の関係と同

様に考えることを基本とすべきである。移譲事務の分野としては、都市計画
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と農地等の土地利用の分野や、福祉、医療、教育等の対人サービスの分野な

どが考えられる。既に地方分権改革推進委員会第１次勧告によって都道府県

から指定都市等へ移譲対象とされたにもかかわらず移譲されていない事務を

中心に、指定都市に移譲されていない事務全般にわたって検討の対象とすべ

きである。別表に、指定都市に移譲されていない主な事務のうち、指定都市

及び指定都市を包括する道府県の多くが移譲に賛成しているもの又は条例に

よる事務処理の特例の活用により指定都市への移譲実績のあるもの等を示し

ている。このような事務については移譲することを基本として検討を進める

べきである。 
 また、指定都市への移譲に関して、指定都市を包括する道府県等が懸念を

示した事務がある。それぞれの懸念については、以下のような工夫を講じる

ことによって移譲することができないか、さらに検討すべきである。 
・ 指定都市における専門性の確保が困難であるという懸念が示された事

務については、指定都市の規模・能力を踏まえると専門性についての懸

念は不要であり、例えば具体的な事務の移譲にあたり、都道府県と指定

都市の間での人事交流等により専門知識の習得を支援する等の工夫を講

じることを検討すべきである。 
・ 行政サービスの総供給量を都道府県が決定しているということで移譲

に懸念が示された事務については、例えば、計画策定や許認可にあたり

指定都市と都道府県が協議することとする等、情報の共有を図るための

工夫を講じた上で移譲することを検討すべきである。 
・ 指定都市の区域を超える区域を前提に都道府県が処理しているという

ことで懸念が示された事務については、例えば、計画区域が指定都市の

区域を超えないもの等、事務の対象区域が指定都市の区域内にとどまる

ものについて移譲することを検討すべきである。 
・ 事業者の経済活動等が指定都市の区域を超えうるということで懸念が

示された事務については、例えば、全ての事業所が指定都市の区域内に

ある事業者に限って事務を移譲する等、事業者の経済活動等が指定都市

の区域内にとどまるものについて移譲することを検討すべきである。 
・ 都道府県の区域全体で一又は少数設置することが都道府県に義務付け

られている施設に関する事務であるということで懸念が示されたものに

ついては、例えば、指定都市と都道府県が協議し、施設のあり方等につ

いて合理的な解決策を検討することにより、指定都市においても施設を

設置することとすることを検討すべきである。 
なお、指定都市が都道府県に包括される基礎自治体である限り、移譲対象

とすることが困難な事務もあるものと考えられる。 
 

②税財源の配分 
事務の移譲により指定都市に新たに生じる財政負担については、適切な財
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政措置を講じる必要があり、県費負担教職員の給与負担等まとまった財政負

担が生じる場合には、税源の配分（住民税所得割や住民税法人税割のような

道府県税と市町村税において課税標準が共通する税目に係る税源移譲や地方

消費税交付金等の税交付金など）も含めて財政措置のあり方を検討すべきで

ある。その際には、一律の税源配分の見直しのみによって個々の指定都市に

新たに生じる財政負担を適切に措置することは困難であり、地方交付税によ

る財源保障及び財源調整と適切に組み合わせることが不可欠である。なお、

財政措置を講じるに当たっては、指定都市側と関係道府県側の間においても

適切な協議の場が設けられ、合意形成が図られるべきである。 
 
③指定都市と都道府県の協議会 
これまで言われてきた「二重行政」を解消するためには、このような事務

の移譲及び税財源の配分に加え、指定都市と都道府県が公式に政策を調整す

る場を設置することが必要である。このため、任意事務を中心に指定都市と

都道府県が同種の事務を処理する場合等に適切に連絡調整を行う協議会を設

置し、協議を行うことを制度化し、公の施設の適正配置や効率的・効果的な

事務処理を図ることとすべきである。 
協議会においては、例えば、都道府県による指定都市の区域内における公

の施設の設置や指定都市と都道府県が処理している同種の事務のうち指定都

市又は都道府県が協議を求めた事項等について協議の対象とすることを検討

すべきである。また、これに併せて、指定都市と都道府県が処理している同

種の事務のうち協議会で定めたものについては、お互いに処理状況を報告す

ることとすべきである。 
協議会の構成員としては、指定都市と都道府県の執行機関と議会が共に参

画することが協議の実効性を高める上で重要である。例えば、会長は市長又

は知事とし、委員は、市長又は知事と各議長を充てるほか、その他の議員又

は職員からも選任できるようにすることを検討すべきである。 
協議会において、協議が調わない事項が生じた場合には、現行制度上、自

治紛争処理委員による調停を利用することが可能である。しかしながら、調

停は全ての当事者が受諾することが必要であるため、それでも解決が見込ま

れない場合を想定した何らかの新しい裁定等の仕組みを設けることとすべき

である。 
 
（３）「都市内分権」により住民自治を強化するための具体的な方策 
指定都市、とりわけ人口が非常に多い指定都市において、住民に身近な行

政サービスについて住民により近い単位で提供する「都市内分権」により住

民自治を強化するため、区の役割を拡充することとすべきである。 
区の役割を拡充する方法としては、まず、条例で、市の事務の一部を区が

専ら所管する事務と定めることができることとすべきである。また、区長が
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市長から独立した人事や予算等の権限、例えば、区の職員の任命権、歳入歳

出予算のうち専ら区に関わるものに係る市長への提案権、市長が管理する財

産のうち専ら区に関わるものの管理権などを持つこととすることを検討すべ

きである。 
このように、区長に独自の権限を持たせる場合には、現在は一般の職員の

うちから命ずることとされている区の事務所の長（区長）について、副市長

並みに、市長が議会の同意を得て選任する任期４年の特別職とし、任期中の

解職や再任も可能とすることを選択できるようにすべきである。また、区長

を公選とすべきかどうかについても引き続き検討する必要がある。さらに、

区単位の行政運営を強化する方法として、区地域協議会や地域自治区等の仕

組みをこれまで以上に活用すべきである。 
 なお、現在、区には区の事務所の長（区長）、区の選挙管理委員会、区会計

管理者を置くこととされているが、これに加え、現行の教育委員会制度を前

提とする場合には、小中学校の設置管理等をできる限り区で処理できるよう

にする観点から、条例で、区に教育委員会や区単位の市教育委員会の事務局

を置くことを可能にすることとすべきである。区の教育委員会等は、小中学

校の設置管理など、必ずしも市で一体的に処理する必要がない事務のうち条

例で定めるものを処理することとすべきである。 
 この点に関連し、教育再生実行会議の提言を受けて、現在中央教育審議会

において教育委員会制度の見直しが議論されている。地方の教育行政に関す

る権限と責任の明確化の観点から、執行機関としての教育委員会の位置付け

を変更し、教育長の権限を強化する場合には、指定都市においては、一又は

複数の区を単位とした教育行政に係る補助機関を置くことを可能とすること

とする必要がある。また、長が最終的な責任を負うことにより、住民の意思

が地方の教育行政に的確に反映される措置が講じられる必要があるものと考

えられる。いずれにしても、現行の教育委員会は、地方自治法で規定された

執行機関であり、その改革に当たっては、地方自治制度自体のあり方の問題

として地方六団体をはじめとする地方公共団体関係者の意向を十分踏まえて

検討される必要がある。なお、当調査会は、平成１７年に、地域住民の意向

の反映は公選の長の方がより適切になしうるため教育委員会の設置を選択制

とするよう答申しており、これを踏まえて議論が進められる必要がある。 
以上のような新たな区の位置付けを踏まえ、区を単位とする住民自治の機

能を強化すべきである。区単位の議会の活動を推進するため、市議会内に区

選出市議会議員を構成員とし、一又は複数の区を単位とする常任委員会を置

き、区長の権限に関する事務の調査や区に係る議案、請願等の審査を行うこ

ととすべきである。 
 
２ 中核市・特例市制度 
（１）中核市・特例市制度の現状 
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 中核市と特例市は、市町村への権限移譲を規模・能力に応じて段階的に進

めるため、それぞれ平成６年と平成１１年に設けられた制度である。これま

で、住民に身近な権限を適切に行使するとともに、地域の中心的な都市とし

て地域を支える役割を果たしてきたものと評価できる。 
その後、平成２３年８月に公布された義務付け・枠付けの見直し等に関す

る第２次一括法（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関する法律）等により、まちづくりや環境規制の分

野において一般市への事務の移譲が進展した。これを踏まえて、特例市に対

して更なる事務の移譲を進めることが必要である。 
 
（２）具体的な方策 
①両制度の統合 
 人口２０万以上であれば保健所を設置することにより中核市となるという

形で、中核市・特例市の両制度を統合することにより、一層の事務の移譲を

可能とすべきである。その際には、現在の特例市については、少なくとも引

き続きこれまで処理してきた事務を処理し続けることとすることを前提とす

る必要がある。 
 
②都道府県からの事務移譲 
今後、都道府県から中核市・特例市に移譲すべき事務としては、例えば児

童相談所の事務などが考えられるが、中核市・特例市が多様である現状を踏

まえると、一定の事務の移譲は法令で行うが、その他については条例による

事務処理特例制度を活用することとすべきである。 
条例による事務処理特例制度は、本来都道府県から市町村に事務の移譲を

行う際に、両者間で適切に協議を行い、事務処理に必要な財源を適切に措置

することにより、各市町村の規模・能力や地域の実情に応じた事務の移譲を

行うことを企図した制度である。 
しかしながら、移譲事務の内容については都道府県の意向が強く反映され

ているのではないか、また、事務移譲に伴う財政措置が不十分なのではない

かとの懸念も存在する。このような懸念を払拭し、市町村の事情を十分踏ま

えて移譲が行われるようにするため、以下のような措置をそれぞれの地域の

実情に応じて講じることが考えられる。 
事務移譲に伴う人的支援、財政措置に関しては、一部の都道府県において

実施されているように、適切な事務処理体制を構築するため、都道府県から

市町村へ職員を派遣することや初期費用等を適切に見込んだ財政措置を行う

など、都道府県において地域の実情を踏まえた運用上の工夫を行う必要があ

る。 
移譲事務の内容については、平成１６年の地方自治法改正により、市町村

長が議会の議決を経て都道府県知事に対して特定の事務の移譲を要請できる
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こととされた。この場合においては、都道府県知事は市町村長と速やかに協

議しなければならないこととされている。しかしながら、未だ活用実績がな

いことから、市町村の意向を反映するためには、市町村の側が本制度を積極

的に活用することが必要である。 
なお、上に掲げた運用上の工夫等を講じた上で、さらに何らかの制度の見

直しが必要かどうか、引き続き検討する必要がある。 
 
③住民自治の拡充 
 中核市・特例市においても住民自治の拡充は重要な視点であり、地域自治

区等の仕組みを地域の実情に応じて活用することについて検討すべきである。 
また、中核市・特例市の市議会議員の選挙区は、指定都市では区の区域を

もって選挙区とされているのに対して、特に条例で選挙区を設けない限り市

域全体とされている。より地域に密着し、住民との結び付きの深い市議会議

員を選出する観点から、選挙区を設けるべきかどうかについて、引き続き検

討する必要がある。その際には、選挙区の設定方法をどのように考えるかと

いった視点が必要である。 
 
３ 都区制度 
（１）都区制度の現状 
 特別区は、昭和３９年の福祉事務所等の事務移譲や課税権の法定化、昭和

４９年の保健所等の事務移譲、区長公選制の復活や都からの配属職員制度の

廃止、平成１０年の一般廃棄物の収集等の事務移譲や都区財政調整制度の見

直しなど、累次の都区制度改革により、平成１０年の地方自治法改正後は、「基

礎的な地方公共団体」として、都が一体的に処理することが必要な事務を除

き、一般的に市町村が処理する事務を処理している。 
都区制度は概ね円滑に運営されているが、平成１０年以降も、特別区への

更なる事務移譲について、都区間で議論が行われている状況である。 
 
（２）具体的な方策 
①都から特別区への事務移譲 
今後、都から特別区への更なる事務移譲について検討する際には、特別区

の区域の再編と関連付ける議論もあるが、特別区の高い財政力や一部の特別

区の間での共同処理の可能性等を踏まえると、一般的に人口規模のみを捉え

て基準にする必要はないものと考えられる。 
 都から特別区に移譲すべき事務としては、例えば児童相談所の事務などが

考えられるが、専門職を適切に確保する等の観点から小規模な区の間では連

携するといった工夫を講じつつ、移譲を検討すべきである。 
また、特別区の規模が多様であることから、一定の事務の移譲は法令で行

うが、その他についてはそれぞれの事務に必要な規模・能力を踏まえて移譲
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を進めることとし、その際には、都とそれぞれの特別区の協議により、条例

による事務処理特例制度を活用する方向で検討すべきである。 
 
②特別区の区域の見直し 
 一方、今後の高齢化の進展や公共施設の更新需要の増加など、社会経済情

勢の変化を踏まえると、特別区の区域の見直しについても検討することが必

要である。 
 
③都区協議会 
 都区財政調整制度等に関する都区協議会における調整について、仮に協議

が調わない事項が生じた場合に備え、現行の自治紛争処理委員による調停に

加え、指定都市と都道府県の場合と同様に何らかの新しい裁定等の仕組みを

設けることの必要性について引き続き検討する必要がある。 
 
④住民自治の拡充 
特別区の中には人口が相当多い区もあることから、地域自治区等の仕組み

を地域の実情に応じて活用し、住民自治の拡充を図ることとすべきである。 
また、特別区の区議会議員についても、中核市・特例市の市議会議員と同

様の課題があるため、より地域に密着した区議会議員を選出する観点から、

選挙区を設けるべきかどうか、引き続き検討する必要がある。その際には、

選挙区の設定方法をどのように考えるかといった視点が必要である。 
 
第３ 新たな大都市制度 
 
１ 特別区制度の他地域への適用 
（１）大都市地域特別区設置法の制定 
現行の特別区制度は、一般制度ではあるものの、制度創設時には東京都以

外の地域に適用することは想定外であった。仮に東京都以外の地域に特別区

制度を適用する場合には、人口の集中度合いや経済圏の実情など、社会経済

情勢が現在の東京都の特別区に近い地域、例えば大阪市の存する区域に適用

することが考えられる。 
そのような中、平成２４年８月に、議員立法により「大都市地域における

特別区の設置に関する法律」（以下「大都市地域特別区設置法」という。）が

制定され、大阪市など、東京都以外の人口２００万以上の区域に特別区を設

置する場合の手続が確定した。 
 そこで、大都市地域特別区設置法において総務大臣との協議事項とされて

いる事務分担、税源配分及び財政調整を中心に、同法に基づき特別区を設置

する際に留意すべき点を明らかにしておくことが必要である。 
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（２）具体的な留意点 
①総括的な留意点 
 大都市地域特別区設置法に基づく特別区の設置に当たっては、各地域の判

断に委ねられる部分が多いが、いわゆる「二重行政」の排除や行政の効率化

といった住民の期待に応じたものとするよう留意すべきである。 
 また、長年存在してきた指定都市を特別区に分割することにより、分割さ

れる事務の処理に係る費用や、特別区間や道府県と特別区の間の調整に係る

費用が増大するといった懸念には的確に対応するよう留意すべきである。 
 さらに、道府県における特別区の設置によって、国や他の地方公共団体の

財政に影響が生じないよう特に留意すべきである。 
 
②事務分担 
 事務分担については、指定都市で一体的に処理してきた事務のうち、行政

の一体性及び統一性の確保の観点から基礎自治体の事務でありながら都が処

理することとされているものについては、道府県の事務とすることを基本と

し、専門職員の確保、保険財政の安定等の観点からさらに道府県において処

理すべきものがあるかという点にも留意すべきである。 
 また、特別区において処理すべき事務については、仮に、道府県の特別区

が中核市並みの事務を処理することとした場合、現在都の特別区が処理して

いない事務も処理することとなり、円滑に事務処理を行うことができるかど

うかについて特に留意すべきである。 
 なお、特別区を設置しようとする指定都市の区で現に処理している事務を

出発点として、これにどの程度の事務を加えれば特別区を設置したことが意

義あるものと考えることができるのかという観点にも留意すべきである。東

京都の特別区においては、長期間にわたり段階的に所掌事務を増加してきた

ことにも留意すべきである。 
 
③税源配分及び財政調整 
 税源配分及び財政調整については、道府県と特別区が分担する事務の規模

に応じて、税財源が適切に配分されることが必要である。その際、税源の偏

在がある中で特別区において適切に行政サービスを提供できるよう、税源の

配分と道府県と特別区の間の財政調整の仕組みを適切に組み合わせるととも

に、特別区間で偏在度の大きい税を道府県と特別区の間の財政調整の財源と

することが基本である。 
税源の配分に当たっては、目的税とその使途との関係にも留意すべきであ

る。また、現在指定都市が処理している任意事務についても、道府県と特別

区との間の事務分担に応じた財源上の配慮が必要である。 
 指定都市を特別区に分割した場合、現行制度と同様に、地方交付税の算定

については、特別区を一つの市とみなすことが必要である。さらに、道府県
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と特別区の事務の分担や税源の配分が一般の道府県と市町村と異なることか

ら、現行の都区合算制度と同様の仕組みによることが基本となることに留意

すべきである。 
 特別区において処理すべき事務が多いほど、また、特別区の規模が小さい

ほど、分割される事務の処理に要する費用が増加するとともに、特別区の間

で行うべき財政調整の規模が大きくなることに留意すべきである。 
 特別区が処理すべき事務や特別区の規模によっては、現行の都区財政調整

制度における調整３税以外の何らかの財源を調整財源として活用することが

必要となる場合があることに留意すべきである。 
 
④財産処分及び職員の移管 
 特別区の設置に伴う財産処分及び職員の移管に当たっては、事務の分担に

応じることを基本に検討すべきである。その際、市町村合併について、合併

関係市町村の職員が合併市町村の職員としての身分を保有するよう措置する

とともに、合併市町村が職員の身分取扱いに関して職員のすべてに通じて公

正に処理しなければならないとされていることとの均衡にも留意すべきであ

る。 
なお、東京都と特別区の間では、都職員がその身分を有したまま特別区に

配属される制度が昭和４９年まで存在したが、これは当時の特別区が都の内

部団体的性格を持っていたことの表れであることに留意すべきである。 
 
⑤道府県に置かれる特別区の性格 
道府県に置かれる特別区は、道府県と特別区の事務分担や税源配分、財政

調整等のあり方によっては、平成１０年の地方自治法改正で「基礎的な地方

公共団体」と位置付けられた都の特別区とは性格が異なってしまう可能性も

あることに留意すべきである。 
 
２ 特別市（仮称） 
（１）特別市（仮称）を検討する意義 
特別市（仮称）は、全ての都道府県、市町村の事務を処理することから、

その区域内においてはいわゆる「二重行政」が完全に解消され、今後の大都

市地域における高齢化や社会資本の老朽化に備えた効率的・効果的な行政体

制の整備に資する点で大きな意義を有する。 
また、大規模な都市が日本全体の経済発展を支えるため、一元的な行政権

限を獲得し、政策選択の自由度が高まるという点にも意義がある。 
 
（２）特別市（仮称）についてさらに検討すべき課題 
一方で、特別市（仮称）については、以下のようにさらに検討すべき課題

が存在する。 
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一層制の大都市制度である特別市（仮称）について、法人格を有し、公選

の長、議会を備えた区を設置して実質的に二層制とすることが必要とまでは

言い切れないが、現行の指定都市の区と同様のものを設置することでは不十

分であり、少なくとも、過去の特別市制度に公選の区長が存在していたよう

に、何らかの住民代表機能を持つ区が必要である。 
また、特別市（仮称）は全ての都道府県、市町村の事務を処理するため、

例えば警察事務についても特別市（仮称）の区域とそれ以外の区域に分割す

ることとなるが、その場合、組織犯罪等の広域犯罪への対応に懸念がある。 
 さらに、特別市（仮称）は全ての道府県税、市町村税を賦課徴収すること

となるため、周辺自治体に対する都道府県の行政サービスの提供に影響する

という懸念もある。 
 なお、現在の全ての指定都市を特別市（仮称）制度の対象とする場合、現

在４７の広域自治体が最大６７に増加する可能性がある。大都市地域特別区

設置法の対象区域と同様に人口２００万以上とするなど、一定以上の人口の

指定都市に対象を限定する必要がある。 
 
（３）当面の対応 
 まずは、都道府県から指定都市への事務と税財源の移譲を可能な限り進め、

実質的に特別市（仮称）に近づけることを目指すこととし、特別市（仮称）

という新たな大都市のカテゴリーを創設する場合の様々な課題については、

引き続き検討を進めていく必要がある。 
  
３ 三大都市圏域の調整 
 三大都市圏においては、社会経済的に一体性のある圏域（例えば通勤・通

学１０％圏）の広がりは、市町村のみならず都道府県の行政区域も超えてい

るが、地方ブロックほどの広がりとはなっていない。 
 例えば交通体系の整備や防災対策といった圏域における共通した行政課題

に関する連絡調整や、そのような行政課題に関する圏域全体の計画策定を行

うための協議会等の枠組みを設けるべきかどうかについて引き続き検討する

必要がある。 
 その際、どのような行政課題についての調整を行うべきか、九都県市首脳

会議や関西広域連合といった既存の任意の枠組みが果たしている役割との関

係をどうするかといった点についてさらに検討する必要がある。 
 仮に新たな枠組みを設ける場合には、圏域計画の実効性を担保するための

尊重義務を構成団体に課すことや、国との調整を図るために、必要に応じて、

国の関係行政機関に対して、職員の出席及び説明並びに必要な資料の提出を

求めることができるようにすることなどについても検討する必要がある。 
 
第４ 基礎自治体の現状と今後の基礎自治体の行政サービス提供体制 
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１ 「平成の合併」の経緯と現状 

人口減少・少子高齢化の進行等に対応して、地方分権の担い手となる基礎

自治体にふさわしい行財政基盤を確立することが強く求められ、平成１１年

以降、全国的に市町村合併が積極的に推進された。 
 その効果については、少子高齢化や人口減少の歯止め、出生率の回復とい

った点は長期的に評価していく必要があるが、短期的には、職員配置の適正

化等の行財政の効率化や、広域的なまちづくりの推進などの成果が現れてい

るものと評価することができる。 
 市町村合併によって組織が専門化したり、専門職員が増加したりすること

によって体制が充実した市町村がある一方で、合併後も人口規模が小さな市

町村においては、依然として専門職員が不足している場合があるなど、市町

村合併の効果の発現には、一様でない面がある。 
 市町村合併による行政区域の広域化に伴い、旧市町村地域の振興や公共施

設等の統廃合の難航等の課題に加え、住民の立場からは、住民の声の行政へ

の適切な反映などについて課題が生じている場合がある。 
 このような課題の解決に向け、それぞれの合併市町村においては、コミュ

ニティ活動等を行う団体への地域単位での支援、コミュニティバスの運行・

エリアの拡大、地域のイベントや祭りの実施及び伝統文化の保存・継承への

支援、支所機能の充実によるサービスの維持・向上等、様々な取組を実施し

ている。 
 合併市町村における支所や出張所、自治会などについては、コミュニティ

の維持管理や災害対応において重要な役割を果たしていると考えられる。し

かしながら、地域によっては支所・出張所の適正配置の努力が必要なところ

もあり、地域の実情に応じた取組が進められるよう留意すべきである。 
 「平成の合併」により市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大きく変わ

った面がある。市町村の安定した財政運営を可能にするとともに、地域の実

情を踏まえ、住民自治を強化するためにも、支所機能を適切に活用する等の

取組を継続的に進めることができるようにすることが必要である。このよう

な観点から、市町村合併による行政区域の広域化を踏まえた財政措置を講じ

る必要がある。 
 なお、小規模な市町村においても、住民が行政に積極的に参画することに

より、持続可能な行政サービス提供体制を構築しようとする真摯な試みが見

られることに留意すべきである。 
 
２ 基礎自治体による事務の共同処理等の現状と課題 
（１）市町村間の広域連携や都道府県による補完の必要性 
人口減少・少子高齢社会における今後の基礎自治体の行政サービス提供体

制については、基礎自治体の担うべき役割を踏まえ、自主的な市町村合併や
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共同処理方式による市町村間の広域連携、都道府県による補完などの多様な

手法の中で、それぞれの市町村がこれらの中から最も適したものを自ら選択

できるようにしていくことが必要である。 
中でも、将来的に近隣市町村との共同処理を行うことが必要と考える市町

村は多く存在し、市町村間の広域連携を一層進めていこうとするニーズは高

い状況にある。市町村が基礎自治体としての役割を果たしていく上で、市町

村間の広域連携は有効な選択肢であり、その積極的な活用を促すための方策

を講じるべきである。 
さらに、自ら処理することが困難な事務について、将来的に都道府県が処

理することが必要と考える市町村があり、都道府県の補完にも一定のニーズ

がある。都市機能が集積した都市から相当離れていること等の理由から、市

町村間の広域連携によることが困難な場合には、都道府県による補完も重要

な選択肢であり、これに資する方策を講じるべきである。 
 
（２）現行の事務の共同処理制度の特徴 

現行の地方自治法では、事務の共同処理の制度について、一部事務組合及

び広域連合、協議会、機関等の共同設置並びに事務の委託の各方式が定めら

れ、その効果が規定されている。全国の市町村においては、広域市町村圏施

策が展開されて以降、現行の制度を活用して相当の成果が上げられている。 
しかしながら、現に事務の共同処理を行っている市町村から、事務の共同

処理の各方式について、それぞれの制度の特徴により、例えば、一部事務組

合や協議会については迅速な意思決定が困難ではないか、機関等の共同設置

については中心的な役割を果たす市町村の負担が大きいのではないか、事務

の委託については委託団体が受託団体から事務処理の状況等の情報を把握す

ることが困難なのではないか等の指摘があることも事実である。 
 
３ 具体的な方策 
（１）新たな広域連携の制度の必要性 
 広域連携を一層進めていくため、現行の事務の共同処理の制度に加え、よ

り弾力的な広域連携の制度を設けることとすべきである。 
人口減少・少子高齢社会においては、中心市と近隣市町村が相互に役割分

担を行い連携・協力することにより、圏域全体の活性化を図ることを目的と

する定住自立圏のような仕組みが重要である。現行の定住自立圏形成協定の

仕組みにおいては、実際に事務の共同処理を実施していくに当たって、その

内容に応じて定住自立圏形成協定とは別に地方自治法上の事務の共同処理に

係る規約を定めることが必要となる。 
 市町村間の広域連携を一層促していくためには、現行の地方自治法に定め

る事務の共同処理の方式のほか、地方公共団体間における柔軟な連携を可能

とする仕組みを制度化すべきである。 
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 地方公共団体間における柔軟な連携の仕組みを制度化する場合、合意形成

の手続、合意の実効性を確保するための調整方法、その他民法上の契約等で

は不十分と考えられる点をどのように補うかという観点から、検討すること

が必要である。 
 広域連携の仕組みを活用しようとする市町村、とりわけ条件不利地域にあ

る市町村において、近隣の市町村が連携を望まない場合や、対象事務につい

て協議が調わない場合などに、どのように広域連携を進めていくかについて

も検討を進める必要がある。 
 
（２）地方圏における市町村間の広域連携のあり方 
 三大都市圏以外の地方圏においては、地方中枢拠点都市を核に、産業振興、

雇用確保、広域観光、高度救急医療、介護、障害者福祉、広域防災、人材育

成等の分野において、都市機能の「集約とネットワーク化」を図っていくこ

とが重要である。 
このような地方中枢拠点都市を核とする圏域以外で定住自立圏施策の対象

となりうる地域においては、その取組を一層促進することが必要である。こ

のような都市機能の「集約とネットワーク化」の取組を一層促進するために

は、地方中枢拠点都市の担うべき役割を整理すべきである。その上で、圏域

における役割に応じた適切な財政措置を講じる必要がある。 
 
（３）三大都市圏の市町村 
 市町村合併があまり進捗しなかった三大都市圏の市町村においては、地方

圏を上回る急速な高齢化が進行するとともに、人口急増期に集中的に整備し

た公共施設の老朽化が進み、一斉に更新時期を迎える。 
 三大都市圏には面積が小さな市町村が数多く存在しており、公共施設の円

滑な利活用や一体性のある広域的なまちづくりに支障が生じている。 
 今後の市町村合併については、それぞれの市町村の自主的な選択を尊重す

ることを前提とした上で、市町村の判断材料となるよう、市町村合併の成果

や課題について、特に三大都市圏の市町村に対し、十分な情報提供が行われ

ることが必要である。 
 地方公共団体間での柔軟な連携の仕組みについては、三大都市圏の市町村

間の広域連携を促していくことにも資するものとすることが必要である。そ

の際、三大都市圏においても都市機能の「集約とネットワーク化」の考え方

は有効である。しかしながら、三大都市圏においては、規模・能力は一定以

上あるが昼夜間人口比率が１未満の都市が圏域内に数多く存在するため、基

礎自治体が提供すべき行政サービス等について、核となる都市と近隣市町村

との間の「集約とネットワーク化」を進める地方圏での方策をそのまま応用

することは適切ではない。各都市が異なる行政サービスや公共施設の整備等

に関して、水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担を行うことが有用
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であり、そのような水平的役割分担の取組を促進するための方策を講じるべ

きである。 
 
（４）市町村間の広域連携の促進に向けた留意点 

今後、市町村間の広域連携を一層促していくに当たっては、連携するメリ

ットを住民にわかりやすく示すことが必要である。特に、既に一定の規模・

能力を備え、広域連携において中心的な役割を果たすべき都市（地方中枢拠

点都市や定住自立圏施策における中心市）と近隣の市町村が連携を行う場合

には、それぞれのメリットが示される必要がある。同時に、中心的な役割を

果たすべき都市のリーダーシップのあり方や、市町村間の新たな広域連携の

仕組みを踏まえた財政措置のあり方、さらには法的責任の所在や構成団体の

住民に対する説明責任のあり方についても検討を進めるべきである。 
なお、市町村間における民法上の契約等、地方自治法に基づかない広域連

携についても、実際に広く実施されていることから、このような手法を含め

て、連携を促していくべきである。 
また、市町村が連携して民間部門等を活用する取組は、災害対応や監査、

福祉などの分野において有効であり、特に民間部門等の専門的な人材の活用

も有用である。市町村の技術系職員等の有する知識や技術を継承できるよう、

専門的な人材を共同で確保することも考えられる。 
これらの広域連携の取組によって、それぞれの地域が、それぞれの有する

都市的な機能の魅力、自然環境の魅力等を高め、人々が地域に誇りを持って

住み続けようと思えるような地域づくりを推進する必要がある。 
さらに、三大都市圏の住民を地方圏に呼び込むなど、交流人口を増やす取

組の必要性も高まっており、近隣の都市圏域を越えた遠方の市町村との連

携・交流など、交流人口の増加という視点も重要である。 
 
（５）都道府県による補完 
 小規模な市町村などで処理が困難な事務が生じた場合において、地方中枢

拠点都市や定住自立圏の中心市から相当距離がある等の理由から、市町村間

の広域連携では課題の解決が難しいときには、当該市町村を包括する都道府

県が、事務の一部を市町村に代わって処理する役割を担うことも考えられる。 
 現行法においては、市町村の事務を都道府県に委託しようとする際、都道

府県に当該事務を処理する体制がない場合等に、当該事務の委託はふさわし

くないものとされてきた。市町村優先の原則や行政の簡素化・効率化という

事務の共同処理制度の立法趣旨に留意しつつ、地方公共団体間の柔軟な連携

の仕組みを制度化し活用することにより、都道府県が事務の一部を市町村に

代わって処理することができるようにすべきである。 
 なお、小規模市町村における事務処理の確保を考えるに際しては、各市町

村の地理的条件や社会的条件が多様であることに鑑み、行政の効率化等の観
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点のみにとらわれることなく、地域の実情を十分踏まえることが必要である。 
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事　　　務 根拠条文 ※１ ※２ ※３

1 保育士試験・登録
児童福祉法第１８条の８、第１８条
の１８等

○

2 介護支援専門員の登録 介護保険法第６９条の２等 ○

3

介護サ－ビス事業者 の業務管理体制の報告の受
理・命令等
※　全ての事業所等が一の都道府県の区域内にある介
　護サ－ビス事業者（全ての事業所が一の市町村の区域
　内にある指定地域密着型サ－ビス事業等のみを行う事
　業者を除く）

介護保険法第１１５条の３２～第
１１５条の３４等

○ ○ ○

4 介護サ－ビス情報の公表 介護保険法第１１５条の３５等 ○

5 都道府県介護保険事業支援計画の策定 介護保険法第１１８条等 ○

6 国民健康保険組合の設立認可 国民健康保険法第１７条等

7
市域を越え、都道府県の区域内で事業を行う社
会福祉法人の設立認可

社会福祉法第３０条、第３１条等

8 都道府県福祉人材センタ－の指定 社会福祉法第９３条等 ○

9

指定障害福祉サ－ビス事業者等 の業務管理体
制の報告の受理・命令等
※　全ての事業所等が一の都道府県の区域内にある指
　定障害福祉サ－ビス事業者等（全ての事業所が一の市
　町村の区域内にある特定相談支援事業のみを行う事
　業者を除く）

障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第
５１条の２～第５１条の４、第５１条
の３１～第５１条の３３等

○ ○ ○

10 都道府県障害福祉計画の策定
障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第
８９条等

○

11 特別児童扶養手当の受給資格の認定
特別児童扶養手当等の支給に関
する法律第５条等

○ ○

都道府県の事務のうち指定都市に移譲されていない主な事務

別表 

※ 

※ 
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事　　　務 根拠条文 ※１ ※２ ※３

12 都道府県老人福祉計画の策定 老人福祉法第２０条の９等 ○

13
幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認
定

就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関
する法律第３条等
※就学前の子どもに関する教育、保育
　等の総合的な提供の推進に関する
　法律の一部を改正する法律（平成
　２４年法律第６６号）による改正後

○ ○

14 婦人相談所の設置 売春防止法第３４条等 ○ ○

15 医療計画の策定 医療法第３０条の４等 ○

16 病院の開設許可 医療法第７条等 ○ ○ ○

17 地域医療支援病院の承認 医療法第４条等 ○ ○

18 精神科病院の設置
精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律第１９条の７等

○

19 臨時の予防接種の実施 予防接種法第６条等 ○

20 結核に係る定期の健康診断の実施の指示
感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律第５３
条の２等

○ ○

21 流域下水道の設置・管理
（市町村は都道府県と協議の上、設置・管理が可能）

下水道法第２５条の２等

22 浄化槽工事業者の登録 浄化槽法第２１条等 ○

23
飲食店営業等に関する公衆衛生上の施設基準の
策定
（指定都市は必要な制限を付加する基準の策定が可能）

食品衛生法第５１条等
（地方自治法施行令第１７４条の３４
等）

○

24 特定毒物の製造許可 毒物及び劇物取締法第３条の２等 ○ ○ ○
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事　　　務 根拠条文 ※１ ※２ ※３

25 麻薬取扱者及び向精神薬取扱者（一部）の免許
麻薬及び向精神薬取締法第３条、
第５０条等

○

26
職業能力開発大学校・障害者職業能力開発校等
の設置

職業能力開発促進法第１５条の
６、第１６条等

○ ○

27 都市計画基礎調査の実施 都市計画法第６条等 ○

28
都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関
する都市計画の決定

都市計画法第１５条第１項第１号、
第８７条の２等

○

29 都市計画事業（一部）の施行認可 都市計画法第５９条等 ○ ○

30 市街地再開発事業（一部）の施行等の認可 都市再開発法第７条の９等 ○ ○ ○

31 防災街区整備事業（一部）の施行等の認可
密集市街地における防災街区の
整備の促進に関する法律第１２２
条等

○ ○ ○

32 都市計画区域の指定 都市計画法第５条等 ○

33
空港・上下水道等の広域的に決定すべき都市施
設に係る都市計画の決定

都市計画法第１５条第１項第２号
～第７号、第８７条の２、令第４５条
等

○

34 土地利用基本計画の策定 国土利用計画法第９条等 ○

35 土地取引の規制区域の指定 国土利用計画法第１２条等 ○ ○

36 指定区間内の一級河川の管理 河川法第９条、令第２条等 ○ ○

37 二級河川の管理 河川法第１０条等 ○ ○

38 直轄区域以外の砂防設備の管理 砂防法第５条等 ○

39 直轄区域以外の海岸保全区域等の管理 海岸法第５条等 ○ ○
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事　　　務 根拠条文 ※１ ※２ ※３

40 公有水面の埋立免許 公有水面埋立法第２条等 ○ ○ ○

41 地すべり防止区域の管理 地すべり等防止法第７条等 ○

42 急傾斜地崩壊危険区域の指定
急傾斜地の崩壊による災害の防止
に関する法律第３条等

○ ○

43 解体工事業者の登録
建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律第２１条等

○

44 農用地区域内における開発行為の許可
農業振興地域の整備に関する法
律第１５条の２等

○ ○ ○

45 農林物資製造業者等への立入検査等

農林物資の規格化及び品質表示
の適正化に関する法律第１９条の
１４、第２０条、第２３条、令第１２条
等

○ ○ ○

46 農地（４ｈａ以下）の転用許可 農地法第４条等 ○ ○ ○

47 農地又は採草放牧地の賃貸借の解約等の許可 農地法第１８条等 ○ ○ ○

48
農業振興地域整備基本方針の作成
農業振興地域の指定
市町村が定める農用地利用計画の同意

農業振興地域の整備に関する法
律第４条、第６条、第８条等

○

49 地域森林計画の策定 森林法第５条等 ○

50 民有林の開発行為の許可 森林法第１０条の２等 ○ ○

51 保安林の指定（一部）・管理 森林法第２５条の２、第３４条等 ○

52
市町村立小中学校等の学級編成基準の決定
市町村立小中学校等の職員の給与等の負担
県費負担教職員定数の決定

公立義務教育諸学校の学級編制
及び教職員定数の標準に関する
法律第３条、市町村立学校職員給
与負担法第１条、地方教育行政の
組織及び運営に関する法律第４１
条等

○ ○
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事　　　務 根拠条文 ※１ ※２ ※３

53 市町村立高等学校等の設置認可 学校教育法第４条第１項第２号等 ○

54 私立幼稚園の設置認可 学校教育法第４条第１項第３号等 ○

55 私立小学校・中学校・高等学校等の設置認可 学校教育法第４条第１項第３号等 ○

56 学校法人（一部）の設立認可 私立学校法第４条、第３０条等 ○

57 博物館の登録 博物館法第１０条等 ○ ○

58

史跡名勝天然記念物の仮指定
重要文化財等の管理に係る技術的指導等
政府が補助金を交付する重要文化財の管理等に
係る指揮監督
文化庁長官等に提出すべき書類等の経由事務

文化財保護法第３５条、第１１０条、
第１８４条、第１８７条、第１８８条、
令第５条等

○ ○

59
商工会議所の定款変更の認可（一部）、事業状況
等の報告の受理・警告等

商工会議所法第４６条、第５７条～
第５９条、第８４条、令第７条等

○ ○ ○

60
全国団体以外の商工会・商工会議所等の基盤施
設計画・連携計画の認定

商工会及び商工会議所による小
規模事業者の支援に関する法律
第５条、第１８条、第２２条の２、令
第２条等

○ ○

61 一般旅券の発給申請受理・交付 旅券法第３条、第８条等 ○ ○ ○

62
砂利採取計画の認可
岩石採取計画の認可

砂利採取法第１６条、採石法第３３
条等

○ ○ ○

63 高圧ガスの製造・貯蔵許可 高圧ガス保安法第５条、第１６条等 ○ ○ ○

64 火薬類の製造（一部）・販売・消費許可
火薬類取締法第３条、第５条、第
２５条、第５６条の２、令第１６条等

○ ○ ○

65 災害時の応急救助の実施 災害救助法第２条等 ○
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事　　　務 根拠条文 ※１ ※２ ※３

66 防衛大臣への自衛隊の災害派遣の要請 自衛隊法第８３条等 ○

67 市町村消防の支援のための航空消防隊の設置 消防組織法第３０条等

68 都道府県警察の設置 警察法第３６条等

69 道路における交通の規制 道路交通法第４条等 ○

70 公害健康被害の補償給付
公害健康被害の補償等に関する
法律第４条等

○

71 第一種フロン類回収業者の登録
特定製品に係るフロン類の回収及
び破壊の実施の確保等に関する
法律第９条等

○

72 工業用水の採取許可 工業用水法第３条等 ○ ○ ○

73
ダイオキシン類土壌汚染対策地域の指定、対策
計画の策定

ダイオキシン類対策特別措置法第
２９条、第３１条等

○ ○

※３　地方自治法第２５２条の１７の２に基づく条例による事務処理の特例により、一以上の指定都市
　　　に移譲されている事務

※１　指定都市及び指定都市を包括する道府県に対して行われた事務の移譲に関する意向調査（平
　　　成２４年１０月～平成２５年２月）において賛否の回答があったもののうち、３分の２以上の指定都
　　　市が移譲に賛成とした事務

※２　同調査において賛否の回答があったもののうち、３分の２以上の指定都市を包括する道府県が
　　　移譲に賛成とした事務
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